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ê 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記ç及びèの再認定を受けた者を除
く。）でないこと。

ë 単体有資格業者にあっては、平成10年度
以降に元請として完成し、引渡しが完了し
た下記ÊからÏまでの要件をすべて満たす
工事（発注機関は問わない。以下「単体有
資格業者の同種工事」という。）の施工実績
を有すること（共同企業体構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。ただし、異工種ＪＶ等の乙型共同
企業体構成員としての実績は、出資比率に
かかわらず各構成員が施工を行った分担工
事の実績に限る。また、事業協同組合構成
員の実績は認められない。）。
Ê 道路橋（ＴＬ`20以上で、Ａ活荷重の
ものを除く。）又は鉄道橋（モノレール及
び新交通は除く。）の工事。

Ë 橋梁形式がラーメン又はアーチ形式の
ＰＣ（ＰＲＣを含む。）橋で、かつ、最大
支間長が60ｍ以上の工事。

Ì 架設工法が移動支保工、片持式架設（ト
ラッククレーン架設を除く。）、押出架設、
プレキャストセグメント工法（トラック
クレーン架設を除く。）のいずれかによる
工事。

Í 鉄筋コンクリート構造の橋脚（又は橋
台）で、躯体高さ（フーチング下端から
橋脚（又は橋台）の天端（パラペット部
を含む。）までの高さ）が30ｍ以上の工事。

Î 基礎形式が深礎杭で、杭径４ｍ以上の
工事。

Ï 上記ÊからÌまでは同一工事の施工実
績を有し、Í及びÎは同一工事でなくて
もよいが、すべての要件を満たす施工実
績を有すること。
なお、経常ＪＶにあっては、構成員のう
ちの１社が平成10年度以降に元請として完
成し、引渡しが完了した「単体有資格業者
の同種工事」の施工実績を有するとともに、
その他構成員はそれぞれ平成10年度以降に
元請として完成し、引渡しが完了した下記
１）又は２）の要件を満たす工事の施工実
績（発注機関は問わない。以下「その他構

成員の実績」という。）を有すること（共同
企業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る。ただし、異
工種ＪＶ等の乙型共同企業体構成員として
の実績は、出資比率にかかわらず各構成員
が施工を行った分担工事の実績に限る。ま
た、事業協同組合構成員の実績は認められ
ない。）。
１）橋梁下部工事の実績を有する場合
Ì 鉄筋コンクリート構造の橋脚（又は
橋台）の工事。

Í 基礎形式が深礎杭の工事。
Î 上記Ì及びÍは同一工事の施工実績
でなくてもよいが、両方の要件を満た
す施工実績を有すること。

２）橋梁上部工事の実績を有する場合
Ì 道路橋（ＴＬ`20以上でＡ活荷重の
ものを除く。）又は鉄道橋（モノレール
及び新交通は除く。）の工事。

Í 橋梁形式がラーメン又はアーチ形式
のＰＣ（ＰＲＣを含む。）橋の工事。

Î 上記Ì及びÍは同一工事の施工実績
を有すること。
「単体有資格業者の同種工事」の施工実
績及び「その他構成員の実績」が国土交通
省が発注した工事のうち、入札説明書に示
すものに係る実績である場合にあっては、
工事成績評定点合計が入札説明書に示す点
数未満であるものを除く。

ì 異工種ＪＶにあっては、下記１）及び２）
のとおりとする。
１）橋梁下部工事の施工を担当する構成員
は、平成10年度以降に元請として完成し、
引渡しが完了した下記ÊからÌまでの要
件をすべて満たす工事（発注機関は問わ
ない。以下「異工種ＪＶの橋梁下部工事
の施工を担当する構成員の同種工事」と
いう。）の施工実績を有すること（共同企
業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る。ただし、
異工種ＪＶ等の乙型共同企業体構成員と
しての実績は出資比率にかかわらず各構
成員が施工を行った分担工事の実績に限
る。また、事業協同組合構成員の実績は
認められない。）。

Ê 鉄筋コンクリート構造の橋脚（又は
橋台）で、躯体高さ（フーチング下端
から橋脚（又は橋台）の天端（パラペッ
ト部を含む。）までの高さ）が30ｍ以上
の工事。

Ë 基礎形式が深礎杭で、杭径４ｍ以上
の工事。

Ì 上記Ê及びËは同一工事の施工実績
でなくてもよいが、両方の要件を満た
す施工実績を有すること。

２）橋梁上部工事の施工を担当する構成員
は、平成10年度以降に元請として完成し、
引渡しが完了した下記ÊからÍまでの要
件をすべて満たす工事（発注機関は問わ
ない。以下「異工種ＪＶの橋梁上部工事
の施工を担当する構成員の同種工事」と
いう。）の施工実績を有すること（共同企
業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る。ただし、
異工種ＪＶ等の乙型共同企業体構成員と
しての実績は、出資比率にかかわらず各
構成員が施工を行った分担工事の実績に
限る。また、事業協同組合構成員の実績
は認められない。）。
Ê 道路橋（ＴＬ`20以上で、Ａ活荷重
のものを除く。）又は鉄道橋（モノレー
ル及び新交通は除く。）の工事。

Ë 橋梁形式がラーメン又はアーチ形式
のＰＣ（ＰＲＣを含む。）橋で、かつ、
最大支間長が60ｍ以上の工事。

Ì 架設工法が移動支保工、片持式架設
（トラッククレーン架設を除く。）、押
出架設、プレキャストセグメント工法
（トラッククレーン架設を除く。）のい
ずれかによる工事。

Ì 鉄筋コンクリート構造の橋脚（又は橋
台）で、躯体高さ（フーチング下端から
橋脚（又は橋台）の天端（パラペット部
を含む。）までの高さ）が30ｍ以上の工事。

Í 上記Ê及びËは同一工事の経験を有
し、Ìは同一工事でなくてもよいが、す
べての要件を満たす経験を有すること。
ただし、下記１）及び２）の項目ごとに
配置する場合は、平成10年度以降に元請と
して完成し、引渡しが完了したそれぞれに
掲げる要件を満たす工事の経験を有する者
であること（共同企業体構成員としての経
験は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。ただし、異工種ＪＶ等の乙型共同企
業体構成員としての経験は、出資比率にか
かわらず各構成員が施工を行った分担工事
の経験に限る。）。

Í 上記ÊからÌまでは同一工事の施工
実績を有すること。
「異工種ＪＶの橋梁下部工事の施工を担
当する構成員の同種工事」及び「異工種Ｊ
Ｖの橋梁上部工事の施工を担当する構成員
の同種工事」の施工実績が、国土交通省が
発注した工事のうち入札説明書に示すもの
に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定点合計が入札説明書に示す点数未満
であるものを除く。

í 本工事に異工種ＪＶ又は経常ＪＶとして
申請書及び資料を提出した場合、その構成
員は単体として申請書及び資料を提出する
ことはできない。

îからòまでは、第１号２cからD̂までに同
じ。

] 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を当該
工事の現地に専任で配置できること。
なお、専任期間は担当する橋梁下部工事又
は橋梁上部工事のそれぞれの施工期間に現地
に専任で配置できること。
æは、第１号２aæに同じ。
ç 単体有資格業者及び経常ＪＶの配置予定
技術者においては、平成10年度以降に元請
として完成し、引渡しが完了した下記Êか
らÍまでの要件をすべて満たす工事の経験
を有する者であること（共同企業体構成員
としての経験は、出資比率が20％以上の場
合のものに限る。ただし、異工種ＪＶ等の
乙型共同企業体構成員としての経験は、出
資比率にかかわらず各構成員が施工を行っ
た分担工事の経験に限る。）。
Ê 道路橋（ＴＬ`20以上で、Ａ活荷重の
ものを除く。）又は鉄道橋（モノレール及
び新交通は除く。）の工事。

Ë 橋梁形式がラーメン又はアーチ形式の
ＰＣ（ＰＲＣを含む。）橋で、かつ、最大
支間長が30ｍ以上の工事。
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